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本
庄
市
議
会
９
月
定
例
会
報
告 

本
庄
市
議
会
第
３
回
（
９
月
）
定
例
会
は
８
月
２
６
日
に
開
会
さ
れ
、
９
月
２
０
日
に
閉
会
し
ま
し
た
。 

今
議
会
に
は
、
有
機
Ｅ
Ｌ
テ
レ
ビ
を
家
庭
系
戸
別
収
集
の
廃
棄
物
に
含
め
て
い
く
と
し
た
法
改
正
に
対
応
さ
せ
る
た
め
の
本
庄
市
廃

棄
物
の
減
量
及
び
処
理
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
、
来
年
度
か
ら
の
水
道
料
金
の
値
上
げ
を
盛
り
込
ん
だ
水
道
給
水
条
例
の
一
部
改

正
、
郡
市
３
町
と
の
定
住
自
立
圏
の
協
定
の
変
更
、
２
０
２
４
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
な
ど
計
１
６
件
の
議
案
が
可
決
さ
れ
ま
し
た
。 

最
終
日
に
は
、
「
【
福
祉
医
療
機
構
が
行
う
、
社
会
福
祉
施
設
職
員
等
の
退
職
手
当
共
済
に
掛
か
る
公
費
助
成
の
継
続
を
求
め
る
請
願

書
】
請
願
提
出
者
・
本
庄
市
私
立
保
育
園
園
長
会
会
長
根
岸
広
幸
氏
）、
及
び
、
意
見
書
が
可
決
さ
れ
ま
し
た
。 

 

ま
た
、
同
じ
く
最
終
日
に
は
、
追
加
議
案
（
決
算
認
定
関
係
）
６
件
が
提
案
さ
れ
、
質
疑
が
行
わ
れ
た
の
ち
決
算
特
別
委
員
会
に
審
査

が
付
託
さ
れ
ま
し
た
。
決
算
に
つ
い
て
は
１
２
月
議
会
冒
頭
で
、
採
決
が
行
わ
れ
ま
す
。 

 

―１― 

１
、 

学
校
統
廃
合
問
題
と 

小
規
模
校
の
と
ら
え
か
た
に
つ
い
て 

 

質
問 

先
ご
ろ
行
わ
れ
た
「
学
校
施
設
を
含
む
公
共
施
設

の
見
直
し
方
針
説
明
会
」
の
資
料
「
本
庄
市
立
小
・
中
学

校
の
教
育
環
境
の
向
上
に
つ
い
て
」
に
は
新
し
い
教
育
環

境
の
整
備
と
し
て
５
つ
の
方
向
が
示
さ
れ
、
そ
の
中
に
学

校
規
模
の
適
正
化
が
あ
る
。 

単
学
級
の
小
規
模
校
は
ク
ラ
ス
替
え
の
で
き
る
１
学

年
２
学
級
以
上
の
学
校
に
す
る
た
め
に
統
合
計
画
が
示

さ
れ
て
い
る
が
、
そ
も
そ
も
単
学
級
の
学
校
は
昔
も
今
も

全
国
で
一
番
数
が
多
く
、
こ
と
さ
ら
小
規
模
校
の
デ
メ
リ

ッ
ト
が
強
調
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
は
、
消
滅
自
治
体

云
々
が
取
り
ざ
た
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
、
コ
ス
ト
最
優
先

の
公
共
施
設
削
減
の
方
向
が
加
速
し
て
き
た
中
で
進
め

ら
れ
て
い
る
と
考
え
る
。 

国
の
方
針
（
手
引
き
）
に
も
小
規
模
校
も
存
続
さ
せ
る

条
件
が
示
さ
れ
て
い
る
。
小
規
模
校
に
つ
い
て
の
と
ら
え

方
、
ま
た
、
統
廃
合
に
関
し
て
、
子
ど
も
基
本
法
に
則
っ

て
、
児
童
生
徒
の
意
見
を
聞
く
こ
と
に
つ
い
て
の
市
の
考

え
、
今
後
の
進
め
方
に
つ
い
て
伺
う
。 

 

答
弁 

公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
協
議
会
の
中
に

学
校
部
会
を
設
置
し
、
小
中
学
校
の
適
正
規
模
及
び
適
正

配
置
の
基
本
的
な
考
え
方
の
案
を
作
成
し
て
き
た
。
作
成

に
当
た
っ
て
は
、
保
護
者
や
教
員
に
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を

実
施
し
た
。
部
会
で
は
標
準
規
模
校
の
東
小
と
、
小
規
模

校
の
仁
手
小
の
視
察
も
行
っ
た
。 

 

子
供
の
意
見
反
映
に
つ
い
て
は
統
合
準
備
委
員
会
等

の
中
で
ど
う
や
っ
て
聞
い
て
い
く
か
考
え
て
い
る
。 

 

市
民
説
明
会
の
ア
ン
ケ
ー
ト
の
集
計
は 

広
報
に
掲
載
さ
せ
て
い
く
。 

本
庄
市
公
共
施
設
総
合
管
理
計
画
の
案 

に
つ
い
て
は
１
２
月
か
ら
１
月
に 

１
カ
月
間
か
け
て
パ
ブ
リ
ッ
ク 

コ
メ
ン
ト
を
す
る
予
定
で
あ
る
。 

 

 

 

 

 

本庄ケーブル 

テレビから掲載 

 

柿
沼
綾
子
議
員
の
一
般
質
問 

 

学校統廃合問題と今後の市民や子どもの意見反映について 

  市営住宅の水洗化などについて質問   9 月定例会 

２
、 

市
営
住
宅
の
改
修
に
つ
い
て 

 

質
問 

本
庄
市
の
市
営
住
宅
は
、
田
中
住
宅
に
つ
い
て
は
ト

イ
レ
の
水
洗
化
や
風
呂
の
改
修
が
実
施
さ
れ
て
い
る
が
、
そ

の
他
の
住
宅
に
つ
い
て
は
今
後
水
洗
化
な
ど
は
実
施
さ
れ
る

の
か
。
順
番
と
し
て
は
四
方
田
の
住
宅
が
考
え
ら
れ
る
と
思

う
が
、
見
通
し
に
つ
い
て
伺
い
た
い
。 

田
中
住
宅
は
７
５
世
帯
に
ト
イ
レ
の
洋
式
化
・
水
洗
化
、

ユ
ニ
ッ
ト
バ
ス
の
設
置
が
さ
れ
た
よ
う
だ
が
、
洋
式
化
・
水

洗
化
さ
れ
て
い
な
い
住
宅
の
ト
イ
レ
の
実
際
の
状
況
は
ど
う

な
の
か
。
簡
易
水
洗
は
水
の
使
用
が
増
え
る
が
臭
い
は
お
さ

え
ら
れ
る
の
で
設
置
の
普
及
は
で
き
な
い
か
。
ま
た
、
市
営

住
宅
の
改
修
は
今
後
ど
の
よ
う
に
進
め
ら
れ
て
い
く
の
か
計

画
に
つ
い
て
伺
う
。 

 答
弁 

田
中
住
宅
は
田
中
地
区
農
業
集
落
排
水
事
業
の
区
域

に
組
み
込
ま
れ
て
本
管
の
整
備
が
完
了
し
た
た
め
、
し
尿
や

雑
排
水
を
流
す
敷
地
内
の
工
事
を
実
施
し
た
た
め
ト
イ
レ
の

水
洗
化
が
で
き
た
。
家
賃
は
平
均
で
８
０
０
円
加
算
さ
れ
た
。 

他
の
団
地
は
公
共
下
水
道
又
は
農
業
集
落
排
水
の
区
域
に

入
っ
て
い
な
い
た
め
集
合
処
理
と
し
て
の
ト
イ
レ
の
水
洗
化

の
予
定
は
な
い
。
簡
易
水
洗
は
汲
み
取
り
式
に
は
変
わ
り
な

く
、
使
用
す
る
水
道
水
が
増
え
た
分
自
己
負
担
の
汲
み
取
り

料
が
増
え
る
の
で
普
及
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
管
理
は
税
金

で
な
く
住
宅
使
用
料
で
賄
わ
れ
て
い
る
。（
簡
易
水
洗
に
使
う

余
裕
は
な
い
） 

市
営
住
宅
長
寿
命
化
計
画
の
中
で
維
持
管
理
を
行
っ
て
ゆ

く
。  
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「福祉医療機構が行う、社会福祉施設職員等の退職

手当共済に掛かる公費助成の継続」 

を求める意見書 

 

保育所・認定こども園に従事する職員の退職手当共済制度

（「社会福祉施設職員等退職手当共済法」に基づき実施）は、

社会福祉事業に従事する人材を確保し、福祉サービスの安定

的な供給と質の向上を図ることにより、社会福祉事業の振興

に寄与することを目的としています。 

 令和 2 年度の社会保障審議会福祉部会において、（独）福

祉医療機構が行う社会福祉施設職員等の退職手当共済制度

における保育所等に対する公費助成の在り方について、令和

6年度までに改めて結論を得ることとするとされています。 

 保育所・幼保連携型認定こども園に係る退職手当共済掛金

については、現状、２／３の公費助成と１／３の事業主負担

で賄われていますが、公費助成をなくすことは、これまで進

められてきた職員に対する処遇改善の減退に繋がり、保育人

材の確保を現状よりもさらに困難とし、子ども政策の推進に

大きな支障をもたらす恐れがあります。少子化対策が待った

なしとされる社会において、保育所・認定こども園に従事す

る職員の継続された身分の安定と、少子化・子育て政策の推

進ためにも、福祉施設職員等の退職手当共済制度への公費助

成の維持継続を強く要望致します。 

  

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出しま

す。 

 

 令和６年 9月 20日 

                 本庄市議会 

自治体問題研究所の自治体学校、および党地方議員会議分科会 
に参加し、学習したことについて報告します   

       

「福祉医療機構が行う、社会福祉施設職員等の退職手当共

済に掛かる公費助成の継続」を求める意見書が可決 

 

 

今
回
の
値
上
げ
の
理
由
は
、
今
後
５
年
間
で
、
９
３

億
円
必
要
で
あ
り
、
値
上
げ
し
な
い
場
合
に
は
２
０
２

９
年
度
に
は
、
約
２
０
億
円
の
財
源
が
不
足
す
る
の
で
、

コ
ス
ト
の
削
減
な
ど
で
、
平
均
改
定
率
を
４
４
．
４
％

か
ら
４
３
．
６
％
迄
下
げ
、
引
き
上
げ
案
を
提
案
し
た

と
述
べ
て
い
ま
す
（
本
庄
市
水
道
審
議
会
の
答
申
）。 

 

し
か
し
、
今
回
の
引
き
上
げ
案
を
見
る
と
大
量
使
用

者
の
引
き
上
げ
率
は
１
３
１
％
に
お
さ
え
、
一
般
市
民

の
生
活
水
で
あ
る
使
用
水
量
１
０
㎥
を
超
え
３
０
㎥
ま

で
の
引
き
上
げ
率
は
１
４
２
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ

れ
は
本
末
転
倒
で
あ
り
、
企
業
の
分
を
現
行
の
逓
増
度

に
据
え
置
い
て
計
算
す
る
こ
と
で
約
４
８
０
０
万
円
、

県
水
受
水
の
９
割
削
減
で
約
１
億
３
千
万
円
の
節
減
が

で
き
ま
す
。 

 

こ
う
す
る
こ
と
で
、
約
２
０
億
円
の
赤
字
額
は
２
分

の
１
近
く
に
縮
減
さ
れ
る
計
算
に
な
る
こ
と
を
提
案
し

ま
す
。 

 

本
庄
市
は
か
つ
て
過
大
な
事
業
の
拡
張
を
行
っ
た
こ

と
に
よ
り
企
業
債
が
水
道
経
営
を
圧
迫
し
て
い
る
現
状

が
あ
り
ま
す
。
水
道
経
営
、
水
道
施
設
の
在
り
方
を
も

う
一
度
抜
本
的
に
見
直
す
こ
と
を
指
摘
し
て
、
水
道
料

金
値
上
げ
の
議
案
に
反
対
し
ま
し
た
。 

国
民
健
康
保
険
条
例
の
一
部
改
正
に
反
対 

 

日
本
共
産
党 

今
回
の
一
部
改
正
は
１
２
月
２
日
の
保
険
証
の
新
規
発
行
停
止
に
と

も
な
う
改
正
で
す
。 

今
、
マ
イ
ナ
保
険
証
を
持
た
な
い
人
に
は
今
後
資
格
確
認
書
を
発
行

し
、
マ
イ
ナ
保
険
証
を
持
っ
て
い
る
人
に
も
医
療
機
関
を
受
診
の
際
に
は

「
資
格
情
報
の
お
知
ら
せ
」
を
持
参
さ
せ
る
な
ど
、
厚
労
省
の
対
応
は
迷

走
に
迷
走
を
続
け
て
い
ま
す
。 

 

「
現
在
の
保
険
証
で
何
の
不
都
合
も
な
い
。」「
能
登
の
被
災
地
で
も
停

電
な
ど
で
マ
イ
ナ
保
険
証
が
使
え
ず
、
何
の
役
に
も
立
た
な
か
っ
た
」「
マ

イ
ナ
保
険
証
は
医
師
会
や
医
療
現
場
か
ら
も
反
対
の
声
が
上
が
っ
て
い

る
。」
と
い
う
声
を
指
摘
し
、
保
険
証
の
発
行
の
停
止
に
反
対
し
、
紙
の
保

険
証
の
存
続
を
求
め
る
立
場
か
ら
条
例
改
正
に
反
対
し
ま
し
た
。 

 
 

  

日本共産党 

    水道料金の値上げに反対 

自治体学校 in 神奈川 

         7 月 20 日（土）、21 日（日） 

基調講演「地方自治と地域、この 1 年を考える」 

      奈良女子大学名誉教授 中山 徹氏  

記念講演「紛争地、被災地に生きる人々の声― 

取材からみえてきたこと」 

フォトジャーナリスト安田菜津紀氏 

 地域から平和、安全が奪われ、暮らしの基盤が崩壊

してきている現状のもと、自治と公共性の再生が求

められるという内容。安田氏はたくさんの写真を駆

使して、生の声が聞こえてくるようなシリアやウク

ライナの現状を報告してくれました。 

 地方議員会議 in嵐山女性教育会館 

                       8月 8日（木）   

分科会「公共施設統廃合問題の本質と対抗の視点」 

            さいたま自治体問題研究所 渡辺繁博氏 

 公共施設統廃合の埼玉的特徴として、①国に先んじて 2013 年に市町

村公共施設アセットマネジメントを設置し、内閣府の PFI 推進委員会委員

の根本氏（東洋大学 PPP 研究センター長）が深く関与している。②標準

モデルによる一律基準の推進で面積とコストだけが独り歩き③英国会計

検査院の 2018 年 PPP／PFI に関する報告（PFI は期待通りの結果を出

していない）で、英国では PFI が廃止に③公共施設の「住民の福祉を増進

する目的をもってその利用に供するための施設」という性格が果たせるよ

うに運営と事業を豊かにしていくことが大切④公共性の復権、自治を機能

させることの意味を考えよう。 以上、特徴的な一部を紹介しました。 

※PPP は public・private・partnership の略 官民連携の総称 
 PFI は private・finance・initiative の略 PFI 法（民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律）
で PPP の中でも契約によって地方自治体の拘束される度合いが最も大きく、民間業者の多額な収益が見込める形態 

 

 


